鹿児島県阿久根市「未払い給与請求訴訟」、
3月3日鹿児島地裁にて全面勝訴
鹿児島地方裁判所（牧賢二裁判官）は３月３日、未払給与請求訴訟で原告（阿久根市職員Aさん）が求めていたとおりの給与額の支払いを竹原信一阿久根市長に命ずる勝訴判決を言渡しました。あわせて、給与額の差押さえがすぐにできる仮執行の宣言も行いました。裁判所には支援する県本部組合員35人及び本部からも友利書記次長、西田法対労安局長が傍聴し、「勝訴」の垂れ幕を持って裁判所から走り出た梶原鹿児島県本部現評事務局長を拍手で迎えました。
　この訴訟は、鹿児島県阿久根市長が、張り紙をはがしたことを理由に阿久根市職員Ａさんに対し懲戒免職処分を行ったことを不当として、Ａさんが処分の取消し及び処分の効力を停止を申立て、鹿児島地裁が２００９年10月21日に効力停止を決定（竹原信一同市長は福岡高裁宮崎支部に即時抗告したが、同支部は12月４日に棄却した）し、これによってＡさんは同市職員の地位を回復したにもかかわらず、竹原市長が裁判所の決定に従わず法を無視し給与を支払わな　かったため、同年11月30日にＡさんが給与の支払を求め訴えていた事案です。
　牧裁判官は判決文の中で「懲戒免職処分の効力停止決定が発せられた以上は、竹原市長は阿久根市の業務にＡさんを従事させるとともに、給与を支給する義務がある。再び効力停止の審理の時と同じ主張をしてその義務を免れることはできない」と述べ、地裁決定に従わない市長を厳しく批判しました。
原告代理人は一両日中に、判決文とともに給与の早急な支払いを促す文書と警告書を同封し、竹原市長に内容証明郵便を送付することとし、もし支払いが無ければ警告書どおり、裁判所に未払給与額を差し押さえる強制執行を申し立てるとともに、鹿児島地方検察庁への刑事告訴・告発を視野に入れています。

　判決後、県本部は総括集会を開き、その中で榮留道夫県本部委員長は「竹原市長は裁判所の決定に基づきＡさんを職場復帰させること。また自治体が強制執行の対象となれば前代未聞であり、市政は一層混乱する」と改めて市長に法令を守ることを訴えました。一方、自治労本部の友利一男書記次長は「処分の効力停止で阿久根市職員としての地位を有しているＡさんを、就労させないというのは残酷な仕打ちである。自治労全体で阿久根のたたかいを支援していく」と、今後も自治労全体で支える方向性を示しました。

　来月４月９日には懲戒免職処分取消請求訴訟（本訴）の判決予定となっています。ほか、降格処分判定後の具体的執行や次年度の組合事務所問題など、今回の判決で勝訴したものの問題の全面的解決には至っていないため、本部は、阿久根市職労、鹿児島県本部とともに引き続き取り組みをすすめます。
